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沖縄県の契約に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、沖縄県の契約に関する条例（平成 年沖縄県条例第 号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（県契約から除かれる契約）

第３条 条例第２条第１号の規則で定める契約は、次に掲げるものとする。

⑴ 公共事業の用に供する土地の取得又はその事業の施行等により事業者に生じる損失

を県が補償することを約する契約

⑵ 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令

第372号）の規定の適用を受ける契約

（会長）

第４条 審議会に会長を置く。

２ 会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が

その職務を代理する。

（会議）

第５条 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。

（意見の聴取）

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その

意見を聴くことができる。

（秘密の保持）
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第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様

とする。

（庶務）

第８条 審議会の庶務は、商工労働部労働政策課において処理する。

（補則）

第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。

附 則

この規則は、平成30年４月１日から施行する。


